
Ⅰ．はじめに

１９９０（H２）年の１１月に突然噴火活動を開始

した雲仙・普賢岳の噴火は、１９９１（H３）年５ 

月に最初の土石流を発生させ、同年６月３日に

は、殆どの国民が初めて知ることになる火山学

用語の大規模な『火砕流』を発生させて、４３名

の命を奪う大災害を引き起こした。死火山とは

言えなくなった同岳は、１９９３（H５）年３月に

再び活動し、同年５月に大規模な土石流を起こ

して多くの家屋をのみ込んだ。さらに同年６月

の火砕流でも死者１名を出す１） など、島原市と

深江町にまたがって、約６年間の長期に及ぶ大

災害を引き起こした。

長期に及んだ雲仙・普賢岳の噴火災害から１３

年余経過した今日、本被災者においては、ひと

まず生活復旧達成の感があると考えられる。そ

こで、当時を冷静にふり返りながら、自然災害

の被災者は何を本当に求めていたのか。真の社

会的ニーズは何であったのか、また今後の被災

者への援助にあたっては、何を考慮しながら行

うべきであるものかを把握すべく、ここでは社

会福祉（ソーシャルワーク） の視点から、被災

者の援助ニーズについて調査を試みた。

Ⅱ．問題意識

ヒューマン援助の専門領域の中で、被災者へ

の援助実践ならびに研究については、医学（特

に精神医学）や心理学といった領域はメディア

的にも注目が高い。また災害時の活動、及びそ

の後の研究においても、両領域は数多くの取り

『長崎国際大学論叢』　第５巻　２００５年１月　１７５頁～１８３頁

175

雲仙・普賢岳噴火災害の被災者に見られた
福祉的援助ニーズの検討

―深江町丁諏訪名地区の調査を通して―

　

友　池　敏　雄
　

要　旨

噴火災害後１２・１３年目に行なった、被災者の福祉的援助ニーズの調査は、その多くが「避難所生活→

仮設住宅生活や借家生活→帰宅」の過程をたどったため、これに沿うかたちで調査した。すると、被災

者が退去中に接触した、ボランティアや救援物資との関係の把握が問題の中核であることが判った。そ

こにみられた結果は、自宅からの退去期間が長期になるほど、福祉的援助といえる救援物資や人的社会

資源のボランティア活動に対するニーズが高くなり、逆に、その期間が短くなると、そのニーズは低下

することが判った。

しかし、その間に援助された救援物資等は、生活に必要とされる人に、十分に行き渡たらない面も

あった。また集中して援助を受けた人と、受けられなかった人が存在しただけでなく、個人的性格弱者

は損をする事例もあったことが、自由文書回答からも判った。

今回の調査は、これらの教訓的問題を提示しただけでなく、不公平感を取り払うこと、公的設置の場

ばかりでなく、私的・個人的な場での援助の拡大も求めていることが判った。今後は、このニーズを満

たす方向での援助の取組みや工夫が必要である。
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組みがみられるため文献も得やすい。他面、同

専門領域の中でも社会福祉学（ソーシャルワー

ク）の立場にたつものについては、災害時の活

動も、一般領域のボランティア活動の一角で

行ったりすることが多く、研究報告も例数が多

いとは言い難い現状がある。

被災者の立場から考えると、被災初期の段階

では、まずは当面の衣・食・住を求める傾向が

ある。そのため社会資源の活用によって社会環

境調整が必要となってくる。

社会資源の活用によって社会環境を調整し、

自立への援助を行う専門職はソーシャルワー

カーと言われる人々である。災害の際、被災地

に集まる毛布や日用品および食品等の救援物資

は物的社会資源であるが、ソーシャルワーカー

はそれ以外にも制度的社会資源等の知識も備え

ているため、被災者に対してこれらを組み合わ

せながら、地域や居宅での生活を可能にする働

きかけ（社会環境調整）を行うには最適であ

る。この観点から、被災者援助をより効率的に

高めるため、被災者の援助ニーズの明確化を図

り、被災者の生活復興とソーシャルワーカーの

活躍の方向性を探ろうと考えたのが今回の研究

の動機である。

尚、被災者の問題状況に応じてソーシャル

ワーカーは、精神や心理領域の専門職と連携を

取ることを前提にしていることは言うまでもな

い。

Ⅲ．方　法

１.　調査対象

深江町役場の了承を得た上で、水無川下流域

の国道２５１号線より海側にかけた深江町丁諏訪

名地区において、２００３年８月現在において居住

中の方々を対象に、２年度にまたがって戸別訪

問の形態をとって行った。ただし、一部の不在

宅の方々には郵送で協力してもらった。

２００３年度は１２５名に（男性４８名・女性７７名）

対象となってもらい、２００４年度は２７名（男性１１

名・女性１６名）協力してもらった。合計は１５２ 

名（男性５９名・女性９３名）となった。

尚、平均年齢は年齢不詳者４名を除いて、

５８.３歳（男性６３.８歳・女性５４.９歳）だった。

２.　調査方法

調査票は、本論者作成による質問紙法で行っ

た。そして性と年齢は質問するも、氏名は質問

せず、質問項目は調査者が読み上げながら回答

を待つ方法をとって、調査者が記入した。

尚、不在宅には挨拶と趣旨を記載した文面と

質問紙、ならびに返信用封筒を残し、郵送法に

よる回答をお願いした。

調査者は、本論者をはじめ長崎国際大学の友

池ゼミの学生１１名（２００３年度８名・２００４年度３

名）の協力を得て行った。 

３.　調査時期

２００３年８月２３日�～２４日�と、２００４年８月２４

日�の合計３日間、行った。

４.　調査内容

本調査票では、“避難所で生活している段階”

や“仮設住宅で生活している段階”での『救援

物資』へのニーズ傾向の違い。また同様に、

“避難所で生活している段階”や“仮設住宅で

生活している段階”での『ボランティア活動援

助』へのニーズ傾向の違いも調査できるように

した。

さらには、『その他』に関するニーズや意見

も広く把握できるように、付帯調査として自由

文書回答（訴え）欄も設けた。調査票の具体的

内容は次の通りである。

　

・１２（１３）年前の災害当時、あなたは深江町に

居住していましたか

　　は　い・いいえ

・災害発生後、避難生活をしましたか

　　はい（期間　　　）・いいえ

・災害発生後、仮設住宅での生活をしましたか

　　はい（期間　　　）・いいえ
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・救援物資等について

　　非常に役立った　　かなり役立った

　　中位い役立った　　少し役立った

　　いらなかった

　［あなたが求めたい救援物資があったら記載

してください（　　　　　　　　　　　　）］

・ボランティア活動について

　　非常に助かった　　かなり助かった

　　中位い助かった　　少し助かった

　　必要なかった

　［ボランティアに求めたい活動があったら記

載してください（　　　　　　　　　　　）］

・災害を経験して、特に訴えたいことや望むこ

とがありましたなら記入して下さい

　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

５.　分析方法

調査票の集計や分析にあたっては、「避難所

生活の期間」および「仮設住宅での生活期間」

については、回答のあった各々の申告期間を、

集計の段階で「避難（仮設）なし」「１～３ケ

月間」「４～６ケ月間」「７～１２ケ月間」「１年

以上」に区分けしてカウントした。これを「救

援物資等について（重宝度）」とクロスさせて

集計表化し、独立性の検定を行った。同様に

「ボランティアの活動について（有益性）」とも

クロスさせて集計表化し、同じく独立性の検定

を行った。なお、集計表の検定にあたっては、

エクセル統計ソフト２００２を用いた。

また、「その他」のニーズや意見を把握する

ために設けた自由文書回答（訴え）の回答につ

いては、KJ 法の手法２） を参考にして、ニーズ

や訴えを数量化した。

これにより、クロス集計して明らかになった

内容について、具体的事例を提示できるだけで

はなく、この具体的な事例の中からも、一定の

福祉ニーズの傾向性を垣間見ることが可能と

なった。

Ⅳ．結　果

１.　避難期間別にみられた救援物資への期待

の特徴

前述のように、避難所生活の期間区分と救援

物資等の重宝度に関して、各々のカテゴリーを

クロスさせて集計したところ、表１で示す内容

が得られた。

ここでは、長期避難生活者といえる“１年以

上滞在者”に、救援物資は“非常に役立った”

と答えた人が５０.０％みられたこと。さらに、

“かなり役立った”の１０.９％を加えると６０.９％の

人々が、重宝度を強く感じたという内容が示さ

れた。また、その次に長期である“７～１２ケ月

間の滞在者”グループも、“かなり役立った”

という人が４３.８％みられ、それに“非常に役

立った”という１２.５％を加えると５６.３％の人々

が、同様に救援物資の重宝度を強く感じる内容

を示していた。尚、この２つの長期避難グルー

プは、合わせて全避難者の約半分（４９.２％）も
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表１　避難期間別の救援物資への期待の特徴

（　）内は％　

合計いらなかった少し役立つ中位い役立つかなり役立つ非常に役立つ

 ４（ ３.２） １（２５.０） １（２５.０） １（２５.０） ０（ ０.０） １（２５.０）避難なし

 ９（ ７.１） ０（ ０.０） ５（５５.６） １（１１.１） ０（ ０.０） ３（３３.３）１～３ケ月

５１（４０.５） ５（ ９.８）１２（２３.５）１１（２１.６）１４（２７.５） ９（１７.６）４～６ケ月

１６（１２.７） １（ ６.３） ３（１８.８）３（１８.８）７（４３.８） ２（１２.５）７～１２ケ月

４６（３６.５） １（ ２.２）１１（２３.９）６（１３.０）５（１０.９）２３（５０.０）１年以上

χ２＝３０.４２　df＝１６　p＜０.０５　



いた。

反面、避難無しや短期避難生活者といえる

人々に関しては、“避難なし者”では、“救援物

資はいらなかった”、及び“少し役立った”が

多く、２つを合わせると５０％に達し、これらの

人々は、救援物資の重宝度をさほど感じていな

いことが示された。また、避難所利用者で一番

短い“１～３ケ月間の滞在”グループでも、“少

し役立った”という人が５５.６％もみられ、同様

の傾向が示されていた。

尚、避難期間の中間域といえる“４～６ケ月

間の滞在”グループは、全避難者の４０.５％で

あって、グループとしては一番大きかった。こ

のグループはデータが各区分ほぼ似かよって散

布（「非常に」から「いらなかった」までの順

に １７.６％ ・ ２７.５％ ・２１.６％・２３.５％・９.８％）し

ており、前記の両傾向の中間そのものの状況で

あって、そこそこに救援物資の重宝度を感じて

いることが伺えた。

以上の集計表（表１）は、独立性の検定（χ２ 

検定）をおこなった結果、５％水準で有意で

あった。

２.　仮設住宅生活上でみられた救援物資への

期待の特徴

仮設住宅での生活期間の区分と救援物資等の

重宝度の関連についても、各々のカテゴリーと

クロスさせて集計したところ、表２で示す内容

が得られた。

この表から読み取れた事としては、“仮設住

宅での生活をしなかった人”には、“少し役に

立った”と“いらなかった”と、いう項目を選

んだ割合が３３.３％と１６.７％、合わせて５０.０％に

なったので、仮設住宅での生活経験なし者の半

数の人々は、救援物資はさほど重宝になったと

は思えなかったという内容を示したことにな

る。

かたや、“仮設住宅での生活を行った”各グ

ループでは、まず“１～３ケ月間の仮設住宅生

活者”の場合、“非常に役立った”（２０.４％）と

“かなり役立った”（２６.１％）を合わせると

５６.５％となり、又、“４～６ケ月間の仮設住宅生

活者”の場合は、“非常に役立った”（２３.５％）

と“かなり役立った”（２９.４％）を合わせると

５２.９％であって、それに“７～１２ケ月間の仮設

住宅生活者”でみても、“かなり役立った”だ

けでも５０.０％と、この仮設住宅生活経験の３グ

ループとも各々の半数の人が救援物資を重宝に

していた。さらに“１年以上”の場合をみると、

“非常に役立った”（４７.２％）と“かなり役立っ

た”（１６.７％）を合わせると６３.９％もの人々が重

宝性を述べており、それは救援物資がほんとう

に重宝になったという内容を示すものであっ

た。

この場合、仮設住宅での生活期間の長短の差

の上からも見受けられたが、それよりも仮設住

宅での生活を行ったか否かの差が、より大きい

ことが数字として現れていた。
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表２　仮設生活上での救援物資への期待

（　）内は％　

合計いらなかった少し役立つ中位い役立つかなり役立つ非常に役立つ

３０（２６.８）５（１６.７）１０（３３.３） ８（２６.７） ６（２０.０） １（ ３.３）仮設なし

２３（２０.５） １（ ４.３） ６（２６.１） ３（１３.０） ６（２６.１） ７（３０.４）１～３ケ月

１７（１５.２） １（ ５.９） ３（１７.６） ４（２３.５） ５（２９.４） ４（２３.５）４～６ケ月

 ６（ ５.４） ０（ ０.０） ２（３３.３） １（１６.７） ３（５０.０） ０（ ０.０）７～１２ケ月

３６（３２.１） １（ ２.８） ７（１９.４） ５（１３.９） ６（１６.７）１７（４７.２）１年以上

χ２＝２６.３９　df＝１６　p＜０.０５　



以上に関する集計表（表２）は、独立性の検

定（χ２ 検定）をおこなった結果、５％水準で

有意であった。

３.　避難期間別にみられたボランティア活動

への期待の特徴

前２集計は、救援物資の重宝度との間におけ

る関係を検討してきたが、ここからはボラン

ティア活動との関係について、同様にカテゴ

リーをクロスさせて検討をした。まずは、避難

期間別との関係からみると表３のとおりであ

る。

集計表からは、長期避難生活者といえる“１

年以上滞在者”に、ボランティアには“非常に

助かった（役立った）”と答えた人が５０.０％みら

れたこと。さらに“かなり助かった（役立っ

た）”の１０.５％を加えると６０.５％までもの人々

が、ボランティアへの感謝の念を強く持ってい

たことが示された。また、その次の長期避難生

活者である“７～１２ケ月間の滞在者”グループ

でも、“かなり助かった（役立った）”という人

が４２.９％みられ、それに“非常に助かった（役

立った）”という７.１％を加えると５０.０％の人々

が、同様にボランティアへの感謝を強く示して

いた。さらに３番目の長期、または中期といえ

る“４～６ケ月間の滞在者”グループでも、“非

常に助かった（役立った）”が２４.３％、“かなり

助かった（役立った）”が２９.７％あり、合計する

と５４.０％もあって、長期避難生活者（中期も含

む）の過半数はボランティアに感謝の念を抱い

ていた姿が浮き彫りになった。

対蹠的に、７ケ月間以上の長期避難生活者の

中にも、具体的に“１年以上滞在者”に、“少

し助かった（役立った）”が１５.８％、ボラン

ティアは“必要ない”が２１.１％、合計で３６.９％。

“７～１２ケ月間の滞在者”グループにも“少し

助かった（役立った）”が３５.７％、“必要ない”

が１４.３％、合計で５０.０％と、ボランティア活動

に対し好意的な評価を避ける人も４割から５割

ほど存在し、両面性があることが示された。

反面、避難なしや短期避難生活者といえる

人々に関しては、“避難なし者”では、“中位助

かった（役立った）”“必要ない”は、いずれも

３３.３％で、合計６６.６％だった。また、避難所利

用者で一番短い“１～３ケ月間の滞在者”グ

ループでは、“少し助かった（役立った）”が

２８.６％、“必要ない”も４２.９％みられ、合計で

７１.５％だった。これは、ボランティア活動に対

しての好意的な評価が、これらの人々では低い

ことを物語っていたといえる。

以上に関する集計表（表３）も、独立性の検

定（χ２ 検定）をおこなった結果、５％の水準

で有意であった。

４.　仮設住宅生活上でみられたボランティア

活動への期待の特徴

仮設住宅での生活期間区分とボランティア活

動への期待・感謝の関連についても、両者をク
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表３　避難期間別にみたボランティアへの期待

（　）内は％　

合計 いらなかった少し役立つ中位い役立つかなり役立つ非常に役立つ

 ３（ ３.０） １（３３.３） １（３３.３） １（３３.３） ０（ ０.０） ０（ ０.０）避難なし

 ７（ ７.１） ３（４２.９） ２（２８.６） １（１４.３） １（１４.３） ０（ ０.０）１～３ケ月

３７（３７.４）１０（２７.０） ４（１０.８） ３（ ８.１）１１（２９.７） ９（２４.３）４～６ケ月

１４（１４.１） ２（１４.３） ５（３５.７） ０（ ０.０） ６（４２.９） １（ ７.１）７～１２ケ月

３８（３８.４） ８（２１.１） ６（１５.８） １（ ２.６） ４（１０.５）１９（５０.０）１年以上

χ２＝３０.６１　df＝１６　p＜０.０５　



ロスさせて検討をおこなった（表４）。

集計表からは、仮設住宅で生活をしなかった

人々の半数以上にボランティアを“必要としな

い（５３.８％）”と明言的に意志を示す人がみられ

た。反対に、“１年以上”の長期仮設住宅生活者

では、“非常に助かった（役立った）”という人

も半数（５０.０％）存在していた。しかも“かな

り助かった（役立った）”の１３.３％を合わせる

と、６３.３％という高率に現れ、長期におよぶ生

活者には、ボランティア活動への感謝と評価が

みられた。また、“７～１２ケ月間の入居者”グ

ループにおいても、“かなり助かった（役立っ

た）”の件だけでも５０.０％もあった。

さらに、中・短期間の仮設住宅生活グループ

にも、“非常に助かった（役立った）”と、“か

なり助かった（役立った）”とを合わせると、

５０％を上回る多さをもってボランティア活動に

期待や感謝および評価の姿勢がみられた。しか

し、中・短期間の仮設住宅生活グループには、

“必要ない”と、“少し助かった（役立った）”

という人を合わせたものが、３８.９％ならびに

４０.０％も存在していたため、このグループ域に

も、２つの傾向があることを見てとれた。

尚、仮設住宅での生活経験なし者の中にも、

先ほどの結果と逆に、離れ猿的２） にボランティ

アに対して“非常に助かった（役立った）”と

評価するものが２３.１％いた。これは、仮設住宅

地以外でも、都合やタイミングよくボランティ

アサービスを受けられた人の存在があることを

示している。

以上に関する集計表（表４）も、独立性の検

定（χ２ 検定）をおこなった結果、５％の水準

で有意であった。

５.　自由回答でみられた福祉的援助ニーズの

事例的特徴

質問紙の中で、「救援物資等について」の項

目に関する件で、回答の選択肢とは別に、任意

の自由文書回答欄も設けたところ、４９件の回答

が得られた。これを KJ 法的に数量化したうえ

で、１つの事象について５件以上カウントでき

たものを記載すると、・古着類はいらない（１３ 

件）・衣類は必要だった（８件）・食品を欲し

かった（６件）・家電製品や日用品を欲しい（５

件）・救援物資の配分は公平に（６件）・見舞金

がよかった（５件）が、あげられた。

これをまとめると、古着はいらないという人

が圧倒的に多い中、でも衣類は必要という傾向

があった。また、食品や日用品および家電製品

へのニーズがあるなか、見舞金の方がより適切

なニーズだと、求める声もあった。しかし、こ

れらの配分に当たっては、公平性を強く求めて

いた。

次に、「ボランティア活動について」の項目

に関する選択肢とは別に設けた、任意の自由文

書回答欄の内容については、１８件の回答があっ

た。これも前記と同様に数量化したうえで、全

ての事象について記載すると、・個人的な援助
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表４　仮設住宅生活上でのボランティア活動への期待

（　）内は％　

合計いらなかった少し役立つ中位い役立つかなり役立つ非常に役立つ

２６（２６.５）１４（５３.８） ２（ ７.７） ３（１１.５） １（ ３.８） ６（２３.１）避難なし

２０（２０.４） ２（１０.０） ６（３０.０） １（ ５.０） ６（３０.０） ５（２５.０）１～３ケ月

１８（１８.４） ５（２７.８） ２（１１.１） １（ ５.６） ７（３８.９） ３（１６.７）４～６ケ月

 ４（ ４.１） ０（ ０.０） １（２５.０） １（２５.０） ２（５０.０） ０（ ０.０）７～１２ケ月

３０（３０.６） ３（１０.０） ７（２３.３） １（ ３.３） ４（１３.３）１５（５０.０）１年以上

χ２＝３８.６８　df＝１６　p＜０.０１　



もしてもらいたい〈灰の除去など〉（９件）・精

神的に何らかのかたちで支えて欲しい（４件）・

子ども相手〈紙芝居・劇など〉をして欲しい

（２件）・救援物資の戸別配達をしてもらいたい

（１件）・自衛隊の援助は有難かった（１件）・

満足だった（１件）が、あげられた。

これをまとめると、避難所だけ（集団相手）

のボランティア活動でなく、個人的（各居宅・

その他）にも、ボランティア援助をしてもらい

たい。同時に、集団生活から個々の生活に戻る

と精神的にも弱くなるので、専門的までとは言

わないが、ちょっとした心の支えになるような

話し相手等のニーズも認められた。

さらに「特に訴えたいこと望むことについ

て」の項目に関する自由文書回答欄からは、４２

件の回答が得られた。これも前記と同様に数量

化したうえで、１つの事象について２件以上カ

ウントできたものを記載すると、・関係者の

方々へ感謝します（１５件）・精神面〈心〉のケ

アを（６件）・仮設住宅は狭すぎた（５件）・帰

宅制限が苦痛だった〈善処を〉（５件）・仮設住

宅は、有難かった（２件）が、あげられた。

これもまとめてみると、最初に多くの被災者

が、防災・救援関係者の方々に感謝の念を示す

中、仮設住宅の利用をありがたく思っていた。

しかし一方では、その狭さの改善を願う人が多

かった。また、利用の公平さを求める声もあっ

た。さらに本宅への帰宅制限のため、苦痛の毎

日だったことにより、善処を求めるニーズ（声）

も多かった。他に、少数意見ながらも目立つも

のをあげると、・生活情報を流してほしかった・

加入しやすい災害保険制度を、もあった。

Ⅴ．考　察

今回の噴火災害における被災者の福祉的援助

ニーズの調査は、被災住民や行政も、共に落ち

つきを取り戻したといえる、被災後１２・１３年経

過した現在であったので、両者からはスムーズ

に受入れてもらい、順調に作業が行えた。

ここでは、落ち着いた眼で当時をふり返りな

がら、その時における思いやニーズを語っても

らえたと考えている。このことは、真の社会的

および福祉的ニーズを把握したり、今後の福祉

的援助のあり方を構築していくための調査とし

ては、適切な時期であったと考えている。

本被災地区の居住者は全員長期に及ぶ退去を

命ぜられ、親類宅等へ身を寄せた人を除くと、

ほとんどは「避難所生活→仮設住宅生活（仮の

居宅生活）→帰宅」の過程をたどっている。

よって、このパターンに沿うかたちで、福祉的

援助といえる救援物資とボランティア活動への

思いやニーズを、クロスさせて検討できるよう

に聞き取り調査を行った。これらは、Ⅳの結果

で触れたが、さらに深めると、“長期の避難所生

活者”および“長期の仮設住宅生活者”という

『長期組』は、救援物資援助についても、ボラ

ンティア活動援助についても、ともに重宝度を

強く感じたり、感謝の念を強くあらわしていた

のが特徴的だった。これは、１９９１年６月３日の

大火砕流の翌日に結成された「雲仙岳災害ボラ

ンティア協議会（後の島原ボランティア協議

会）」が、行政側からの協力要請を受けたことも

あって、救援物資の仕分け作業と避難所（体育

館だけでなく、旅館・ホテル・客船の利用の形

態もあった３））への配送作業を担っていたため

であり、その後、仮設住宅の訪問にも取り組む

ようになったため、その援助を受けたからだと

いえる。また本災害が全国規模で集まる災害ボ

ランティアの始まりとなった４） ため、それらの

ボランティアとも接するようになった被災者

は、接触が長期になるほど、その関わりが日常

的で強固なものになったからだといえる。

また“中期の避難所生活者”および“中期の

仮設住宅生活者”という、『中期組』をみると、

救援物資援助についてもボランティア活動援助

についても、ときに重宝度を強く感じたり、感

謝の念をあらわしており、長期組に接近するよ

うな状況であったことが特徴的であった。

次に“短期の避難所生活者”および“短期の

仮設住宅生活者”という、『短期組』をみると、
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避難所生活者の方は、救援物資ならびにボラン

ティア活動に対しては、重宝度も評価も低かっ

た。反面、仮設住宅生活者には、この両方に対

しては逆に重宝度も感謝・評価も高く現れてい

たが、ボランティア活動に関しては、低く評価

する人もかなりおり、２分される傾向があった

のが特徴であった。

ところが、“避難所での生活経験なし”および

“仮設住宅での生活経験なし”という、公的設置

施設外での生活組は、救援物資援助について

も、ボランティア活動援助についても、ともに

重宝度とか活動への評価は低かった。なかでも

仮設住宅での生活経験なし者のボランティア観

は、半数以上が必要を感じていなかったが、同

時に“離れ猿”的に、非常に助かったと評価す

る人も２３％存在していたことが特徴的だった。

これは避難所などでの集団対象の援助は別とし

ても、仮設住宅でみられた個別対象の援助など

については訪問や配分の均一性の問題もあり、

この関係が希薄だったり入居できなかった人

程、これらの援助の重宝性とか評価を感じな

かったということになる。しかし、それらの

人々も、まったく福祉サービスやボランティア

サービスを受けてないわけでもない。だからこ

そ、このような結果に結びついたのであり、被

災者一人一人は、個別の状況を理解してもら

い、そして状況に応じて関心を持って援助（接

して）して欲しいという被災者の心境が、そこ

にあったからこそだといえる。

Ⅵ．まとめ

雲仙・普賢岳噴火の被災者には、居宅からの

退去期間が長期になるにつれ、言い換えると避

難所生活や仮設住宅生活が長期化するほど、福

祉的援助といえる救援物資やボランティア活動

に対するニーズ（重宝度や感謝・評価）は高く

なった。しかし、その期間が少しずつ短くなる

につれ、そのニーズは低下していくことも分

かった。

そのなかで、短期間だけ仮設住宅の生活をし

た人の福祉ニーズは、大きくもつ人と、もたな

い人に２分されていた。この組（短期間）の仮

設住宅利用は、災害初期の段階の利用が考えら

れるため、一時的なニーズの充足にあたって、

救援物資等が大きな貢献になった人もおれば、

どうにか自らの調達や我慢でカバーきる人がい

たからだといえる。

この救援物資に関する件で、自由文書回答の

中に「○○町に家を借りもとめたので救援物資

をあまり貰えなかった」という類の回答が数多

くあった。これは救援物資の配布は、公が設定

した場所が中心だったので、隣町ヘ少し移動し

ただけでも、行政の管轄問題その他で、配分の

対象にならない人も出たという、「不公平問

題」が顕わになった。また退去最中の生活形態

からみると、避難所生活は体育館等が主体であ

り、そこはプライバシーが守りづらい集団生活

の場である。それゆえ人々は、戸別 （個別）生

活の場となる仮設住宅に移りたくなる。ここま

では公が設定した場所となるので救援物資の配

布は届きやすいが、やむなくこれを個人で行う

と、まさしく援助の対象外になることが示され

た。

自由文書回答では他にも、「避難所に入った

か、入らなかったかの差が大きい、入っている

と援助物資を選んだり、たくさんもらったり出

来るが、居場所を自分で確保した人は何もな

かった」、「施設等ではボランティアはあった

が、個人宅向けのボランティアはなかったので

（ボランティアへの）希望は無い」などがあり、

今後の同様な援助には、“公平性”を求める訴え

が基本をなしていたといえる。

また、これ以外にも「子どもは外で遊べな

かったので相手をして欲しい。紙芝居など」、

「劇などをしてくれて助かった」などもあった

と同時に、「心や言葉を求めている」、「精神面

でのケアをもう少しして頂きたかったと思いま

す」というように、物的援助だけでなく、対人

援助も求めていた。

雲仙・普賢岳噴火災害を通して見ても、これ
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らの援助には、多くの人々が必要となった。こ

のなかでソーシャルワーカーとして援助に関わ

るには、仮設住宅利用調整や生活再建へ向けた

福祉関係法の利用調整、ならびに自由文書回答

でみられた対人や心への対応が必要である。現

実的に対人援助の専門職のなかで、従事者数も

多い方だといえるソーシャルワーカーは、災害

初期の段階
・ ・ ・ ・ ・

では、特に必要とされる福祉社会資

源の紹介や利用を、ボランティア組織と共に連

携して対人援助面の一翼を担うのが適切と考え

る。
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